
    奈良県介護生産性向上総合相談センター運営事業委託 

公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 目的 

  令和７年度の「奈良県介護生産性向上総合相談センター運営事業委託」受託事業者

の選定について、効率的で効果の高い事業が実施できるようプロポーザル方式により

企画提案の公募を行う。 

 

２ 業務の概要 

（１）委託業務名 

   奈良県介護生産性向上総合相談センター運営事業委託 

（２）委託業務の内容 

 介護事業所向けにワンストップ型の相談窓口等の機能を持つ、「奈良県介護生産

性向上総合相談センター」を設置し、介護現場の生産性向上を推進し、介護職員の

負担軽減をすることで、介護現場の魅力向上や介護人材の確保を図る。  

なお、詳細については「奈良県介護生産性向上総合相談センター運営事業委託仕様

書（以下、「仕様書」という。）」（別添１）のとおりとする。  

（３）業務委託の期間 

    令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（４）委託上限金額 

   １４，９３４，０００円（税込） 

（５）留意事項 

本業務の実施については、令和７年度予算成立を条件としているため予算成立 

状況により、契約を行わない場合や委託金額、委託条件等を見直した上で再募集 

を行う場合がある。なお、この場合においても、本プロポーザルに要した費用を 

請求することはできない。 

（６）経費の支払い方法 

    委託料の支払い方法は、委託業務完了後、一括精算払いとする。 

 

３ スケジュール 

（１）募集要項等の配付期間 

   令和７年２月２５日（火）から同年３月１８日（火）まで 

   （土曜日、日曜日、祝日を除く。）各日とも午前８時３０分から午後５時まで 

   ただし、３月１８日（火）は正午（午前１２時）まで 

（２）募集要項等の配付場所 

   奈良市登大路町３０番地 奈良県庁本庁舎３階 

   奈良県福祉医療部医療・介護保険局地域包括支援課  

  ※ 郵送による配付は行わない。 

  ※ 募集要項等は、「奈良県福祉医療部医療・介護保険局地域包括支援課ホームペー



ジ」で公開する。 

      ホームページ URL https://www.pref.nara.jp/34776.htm 

（３）質問の受付 

  ① 受付期間 

    令和７年３月３日（月）午後５時まで（必着） 

  ② 提出方法 

    ア「質問票」（様式４）により、電子メール又は FAX で下記担当課へ送付する

こと。（口頭又は電話での問合せは受け付けない。）なお、FAX の場合は必

ず電話にて送付した旨を連絡すること。 

イ質問事項は、様式１枚につき１問とし、簡潔に記載すること。  

ウ電子メールで送付の場合には、件名に「奈良県介護生産性向上総合相談セン

ター運営事業委託公募型プロポーザル受託者募集質問票」と表記すること。 

エ質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利害を妨げるおそれのある

ものを除き、「奈良県福祉医療部医療・介護保険局地域包括支援課ホームペ

ージ」（上記３（２）の URL と同じ）上にて公開する。なお、個別には回答

しない。 

（４）参加申込書の受付 

  ① 提出期限 

    令和７年３月１０日（月）午後５時（必着）（土曜日、日曜日、祝日を除く。）  

  持参の場合の受付は各日とも午前８時３０分から午後５時までとする。  

  ② 提出先及び連絡先 

    （７）の担当部課に同じ 

  ③ 提出方法 

    参加申込書（様式１）及び事業者概要書（様式２）を郵送又は持参にて下 

記担当部課へ提出すること。なお、郵送の場合は、必ず電話にて送付した旨  

  を連絡すること。 

  ④ 参加資格確認通知 

    令和７年３月１２日（水）以降に、参加申込書に記載されているメールア

ドレスへ通知する。 

  ⑤ その他 

    本件は、電子契約も可とする。電子契約を希望する場合は、「電子契約同

意書兼メールアドレス確認書」を参加申込書とあわせて電子メール、郵送ま

たは持参の方法により提出すること。 

 

（５）企画提案書の受付期間 

   令和７年２月２５日（火）から同３月１８日（火）正午（必着） 

   （土曜日、日曜日、祝日を除く。）各日とも午前８時３０分から午後５時まで 

   ただし、３月１８日（火）は正午（午前１２時）まで 

  ※提出書類等詳細については、「５ 応募手続き等」を参照すること。 



（６）事業者決定 

   令和７年３月下旬（予定） 

（７）担当部課 

   奈良県福祉医療部医療・介護保険局地域包括支援課（担当：國谷） 

    所在地：〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 

    電  話：０７４２－２７－８０３９ 

    ＦＡＸ：０７４２－２６－１０１５  

    メールアドレスについては電話により上記に問い合わせること。 

 

４ 参加資格要件等 

 参加は単独の法人によることとし、企画提案を提出する者は、次に掲げる要件を全

て満たしていることとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する 

者でないこと。 

（２）参加申込書の提出時点において、奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等  

措置要領による入札参加停止の措置期間中でない者であること。 

（３）物品購入等に係る競争入札の参加資格に関する規程（平成７年１２月奈良県告示  

第４２５号）による競争入札参加資格者名簿に、営業種目「Ｑ７諸サービス」で登  

録している者であること。（ただし、企画提案書提出時点において登録が認められ  

ていれば可とする。） 

（４）公告日から過去５年以内に、国または地方公共団体から高齢福祉分野に関する業

務を受託し誠実に履行した実績を有する者であること。  

 

５ 応募手続き等 

     応募については、１応募者につき１提案に限る。  

（１）企画提案書の提出期限 

   令和７年３月１８日（火）正午（必着） 

（２）提出場所及び連絡先 

   上記３（７）の担当部課に同じ 

（３）提出方法 

     郵送又は持参とする。なお持参の際は、事前に提出予定時間を連絡すること。  

（４）提出物及び部数 

   下記①及び②について、８部（正本１部、副本（写し）７部）提出すること。 

① 企画提案書（様式３） 

    ※副本には、法人の名称が推測されるような記載や用紙の使用はしないこと。  

② 見積書 

（５）企画提案書の作成等について  

   企画提案書は以下のとおり作成すること。 

   ① 業務全般について 



     介護分野における雇用動向などに関する現状を的確に見極め、本業務の目的

を理解した上で、生産性向上に資する取り組みを行い、介護人材の確保に向け

て効果的かつ具体的な働きかけ方など、業務の進め方について具体的に提案す

ること。 

② 過去の実績について 

      公告の日から過去５年以内に、国または地方公共団体から高齢福祉分野に

係る人材確保に関する業務を受託し、誠実に履行した実績について記載した

うえで、「④企画提案内容について」に掲げる項目について強みを記述する

こと。 

③ 実施体制について 

      仕様書４の業務を円滑にかつ効果的に実施できる人材を配置し、業務を適

切に実施できる人員・組織体制を提案すること。  

④ 企画提案内容について 

ア 相談窓口の設置 

   相談窓口の実施体制、相談対応等の流れ、相談方法等の具体的なスキー

ム、及び介護現場の実態や生産性向上の内容を理解したセンターの職員の

配置等の提案をすること。 

イ 介護ロボット・ＩＣＴ機器の展示  

   介護ロボット・ＩＣＴ機器の効果的な展示方法、及び常設展示場の効果

的な周知や参加方法等を提案すること。 

ウ 介護ロボット・ＩＣＴ機器の試用貸出 

   試用貸出の実施体制、協力企業との調整方法等、スムーズに貸出ができ

るスキームを提案すること。 

エ 介護現場における生産性向上の取組に関する研修会  

   研修会の講師は介護現場の業務改善に関する専門的知識を有する適切な

者であり、介護現場における生産性向上の取組の普及が期待できる研修の

提案をすること。 

オ 有識者による伴走支援の実施 

   派遣先の事業所で幅広い課題に対応できる有識者の選定、及び有識者の

派遣の流れ、派遣先の募集方法や選定方法等、効果的に伴走支援が実施で

きる提案をすること。 

カ 生産性向上の関連情報の収集・提供について  

   生産性向上に係る最新の情報を収集し、介護事業所等へ迅速に提供でき

る工夫や実施体制等の提案をすること。  

   事業所の成功事例だけでなく、失敗事例等から課題を認識し、解決でき

る情報等を発信の上、伴走支援や研修会等の参加につなげる提案をするこ

と。 

キ センターの広報について 

   幅広い関係者へのセンター及び各種事業の広報に関し、効果的な情報発

信手段を提案すること。 



⑤ 個人情報保護等情報管理体制について  

     個人情報等の管理上の効果的な対策（運用上の仕組みやルール作り）、及び  

個人情報等の保護に関する従業者への効果的な研修対策について提案するこ

と。 

   ⑥ 業務フロー及びスケジュールについて  

 年間の業務実施スケジュール、実施内容、担当者等の役割分担を提案するこ  

と。 

   ⑦ 経費見積書 

 本事業の経費とその内訳を記載し、「一式」計上はしないこと。また、消費 

税込みの見積金額を記載すること。 

 

６ 業務契約相手方の特定等 

（１）特定方法  

企画提案書の内容をもとに、県が別途設置する「奈良県介護生産性向上総合相談

センター運営事業委託審査委員会」（以下、「審査委員会」という。）において、

「奈良県介護生産性向上総合相談センター運営事業委託事業者選定に係る審査基

準」（別添２）に沿って審査を行い、本業務委託契約の相手方を特定する。  

提案が複数ある場合は、各委員の合計点数の総計が満点の６割以上の者のうち、

最も高い得点を獲得した者で、かつ、審査委員会の合議により認められた者を、最

優秀提案者として選定する。 

ただし、審査の結果、評価項目のうち全審査委員の得点の平均が満点の５割未満

の項目が一以上ある提案者は、受託事業者として特定しない。 

なお、提案者が１者の場合、評価基準による得点が６割以上で、かつ、審査委員

会の合議により認められた者については、当該提案者を受託事業者として特定する

ものとする。ただし、評価項目のうち全審査委員の得点の平均が満点の５割未満の

項目が一以上ある提案者は、受託事業者として特定しない。 

（２）プレゼンテーション等について  

   提案に対する質疑及び補足説明を求めるため、提出書類に基づいたプレゼンテー  

ションを実施する。 

① 入室は各事業者３名以内とし、プレゼンテーションの実施者には、やむを得 

ない場合を除き、本業務に係る統括責任者も含めること。 

   ② プレゼンテーション用の資料はＡ４又はＡ３版１枚（両面印刷可）のみ配布  

可能（１０部）とするが、プレゼンテーション内容及び配付資料のいずれにお 

いても、提案者名が推測できるような表現又は記載は不可とする。  

③ プレゼンテーションの順番は、提案書の提出順とする。  

④ プレゼンテーションの実施日  

  令和７年３月２６日（水）に実施する。実施時間及び場所については、提案  

者に対し後日通知する。 

（３）失格事項  

   提案者が次に掲げる場合に該当するときは、失格とする。  



① 上記４に示した参加資格要件が備わっていないとき  

② 参加資格確認資料又は企画提案書に虚偽又は不正があったとき  

③ 提出された企画提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合

せず、その補正に応じないとき  

④ 一以上の審査項目についての記載がなかったとき  

⑤ 委託上限額を超える見積書が提出されたとき  

⑥ プレゼンテーションに不参加のとき 

⑦ その他不正な行為があったとき 

（４）特定結果の通知  

     企画提案書を提出した者に対しては、特定、非特定の旨を、書面により通知する。 

  また、通知後はすみやかに、少なくとも契約期間中は、次に掲げる事項について、

奈良県ホームページへの登載により公表するものとする。  

① 業務名、受託者の所在地・名称・代表者氏名及び審査年月日  

② 受託者・提案者毎、各評価項目毎の評価点及び合計点（ただし、受託者以外の

業者名は公表しない。） 

 

７ 契約等 

（１）上記により特定された者は、速やかに県と本業務に係る契約を締結すること。 

（２）提案内容の履行については、原則として契約内容に含めるものとする。  

（３）委託契約に当たっては、契約保証金の納付（契約金額の１０％以上）が必要と 

なる。ただし、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第１４号）第１９条

第１項各号に該当する場合はこれを免除することができる。  

（４）契約にあたっては、その他、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）や奈良県 

会計規則（平成７年３月奈良県規則第６７号）をはじめとする諸規程が適用され 

る。 

（５）契約内容等については、特定された者に別途通知する。 

（６）特定後、速やかに県と協議を行うこと。 

 

８  契約の不締結  

  本業務委託契約の相手方の特定後、契約締結までに本業務委託契約の相手方につい 

て次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を締結しないものとする。  

  （１）役員等（役員（非常勤を含む。）、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。

以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団

員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。  

   （２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。  

   （３）役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、

又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認めら



れるとき。 

   （４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する

等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると

認められるとき。 

   （５）上記（３）及び（４）に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。  

   （６）県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約

等の契約（以下「下請契約等」という。）に当たって、その相手方が上記（１）

から（５）のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 

   （７）県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約等に当たって、上記（１）から

（５）までのいずれかに該当する者をその相手方としていた場合（上記（６）に

該当する場合を除く。）において、発注者が当該下請契約等の解除を求めたにも

かかわらず、それに従わなかったとき。  

   （８）県が発注する物品購入等の契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不

当に介入を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を発注者に報告せず、又は警

察に届け出なかったとき。 

 

９  契約の解除  

 契約締結後であっても、契約の相手方が８のいずれかに該当すると認められる場合、

企画提案書など提出書類に虚偽の記載が明らかになった場合、正当な理由なく一定期間

業務を履行しない場合、契約を解除し委託者を変更することがある。また、上記理由で

契約を解除した場合は、契約の相手方は損害賠償義務が生じる。  

 

10 その他 

（１）本業務の成果等は県に帰属する。  

（２）企画提案書等の作成及び提出に関する費用は、提案者の負担とする。なお、提出 

のあった企画提案書等は返却しない。  

（３）企画提案書等は、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県条例第３８号）に

基づき開示する場合がある。 

（４）企画提案書等は、審査に必要な範囲内で複製を作成することがある。  

（５）書類等の作成・契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本

国通貨とする。  

（６）その他定めのない事項については、地方自治法、同法施行令（昭和２２年政令第

１６号）及びその他関係法令、奈良県会計規則及びその他の奈良県が制定する関係

条例・規則等に従うものとする。 

 

11 問い合わせ先 

   奈良県福祉医療部医療・介護保険局地域包括支援課 



 （上記３（７）の担当部課に同じ） 

    所在地：〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 

    電  話：０７４２－２７－８０３９ 

    ＦＡＸ：０７４２－２６－１０１５ 

    メールによる連絡を希望する場合は、電話でメールアドレスを問合わせること。 


